
佐世保市介護予防・日常生活支援総合事業実施要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」とい

う。）第１１５条の４５第１項に規定する介護予防・日常生活支援総合事業

（以下「総合事業」という。）の実施に関し、法、介護保険法施行規則（平成

１１年厚生省令第３６号。以下「省令」という。）及び地域支援事業の実施に

ついて（平成１８年６月９日老発第０６０９００１号）別紙地域支援事業実

施要綱（以下「地域支援事業実施要綱」という。）に定めるもののほか、必要

な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において使用する用語の意義は、法、省令、地域支援事業実

施要綱及び介護予防・日常生活支援総合事業の適切かつ有効な実施を図るた

めの指針 （平成２７年厚生労働省告示第１９６号）において使用する用語の

例による。 

（事業の内容） 

第３条 市は、総合事業として、次に掲げる事業を行う。 

⑴ 介護予防・生活支援サービス事業（第１号事業） 

イ 訪問型サービス（第１号訪問事業） 

( i ) 訪問型サービス事業 指定事業者により実施する旧介護予防訪問

介護に相当する事業 

( i i ) 訪問型支え合いサービス事業 住民主体の自主活動として行う生

活援助等を促進する事業 

ロ 通所型サービス（第１号通所事業） 

( i ) 通所型サービス事業 指定事業者により実施する旧介護予防通所

介護に相当する事業 

( i i ) 通所型支え合いサービス事業 住民主体の自主活動として取り組

む、通いの場の創出を促進する事業 

( i i i ) きらっと元気教室 保健・医療の専門職により提供される支援で、

３か月から６か月までの短期間で行われる事業 

ハ 介護予防ケアマネジメント（第１号介護予防支援事業） 地域包括支

援センターにより実施する介護予防ケアマネジメントを行う事業 



⑵ 一般介護予防事業 

イ 介護予防把握事業 収集した情報等の活用により、閉じこもり等の何

らかの支援を要する者を把握し、介護予防活動へつなげる事業 

ロ 介護予防普及啓発事業 介護予防活動の普及・啓発を行う事業 

ハ 地域介護予防活動支援事業 住民主体の介護予防活動の育成・支援を

行う事業 

ニ 一般介護予防事業評価事業 介護保険事業計画に定める目標値の達 

成状況等を検証し、一般介護予防事業の評価を行う事業 

ホ 地域リハビリテーション活動支援事業 通所、訪問、地域ケア会議、

住民主体の通いの場等へのリハビリ専門職等による助言等を行う事業 

（総合事業の実施方法） 

第４条 次に掲げる事業は、法第１１５条の４５の５の規定に基づいて市が指

定する者（以下「指定事業者」という。）により実施する。 

⑴ 訪問型サービス事業 

⑵ 通所型サービス事業 

２ 次に掲げる事業は、法第１１５条の４７第４項の規定に基づき適切に事業

が実施できると認められる者に委託して実施する。 

⑴ きらっと元気教室 

⑵ 介護予防ケアマネジメント（第１号介護予防支援事業） 

３ 次に掲げる事業は、当該事業を行う特定非営利活動法人、ボランティア団

体等に対し、補助を行うことにより実施する。 

⑴ 訪問型支え合いサービス事業 

⑵ 通所型支え合いサービス事業 

⑶ 地域介護予防活動支援事業 

（支給費の額等） 

第５条 訪問型サービス事業又は通所型サービス事業を利用する者に支給する

第１号事業支給費の額は、省令１４０条の６３の２に定める額に１００分の

９０を乗じて得た額（その額に１０円未満の端数があるときは、これを切り

捨てた額）とする。 

２ 介護予防ケアマネジメントを利用する者に支給する第１号事業支給費の額

は、省令１４０条の６３の２に定める額（その額に１０円未満の端数がある

ときは、これを切り捨てた額）とする。 



３ 第１項の規定にかかわらず、法第５９条の２第１項に規定する居宅要支援

被保険者に支給する第１号事業支給費の額は、省令１４０条の６３の２に定

める額に１００分の８０を乗じて得た額（その額に１０円未満の端数がある

ときは、これを切り捨てた額）とする。 

４ 第１項の規定にかかわらず、法第５９条の２第２項に規定する居宅要支援

被保険者に支給する第１号事業支給費の額は、省令１４０条の６３の２に定

める額に１００分の７０を乗じて得た額（その額に１０円未満の端数がある

とくは、これを切り捨てた額）とする。 

５ 市は、法第１１５条の４５の３第３項の規定により、訪問型サービス事業

又は通所型サービス事業を行った指定事業者からの請求に基づき、当該利用

する者に代わり、当該指定事業者に前各項に規定する第１号事業支給費を支

払うものとする。 

（高額介護予防サービス費等相当事業） 

第６条 市は、高額介護予防サービス費相当事業及び高額医療合算介護予防サ

ービス費相当事業（以下「高額介護予防サービス費相当事業等」という。）を

行う。 

２ 高額介護予防サービス費相当事業等の利用者負担段階及び負担限度額等に

ついては、法第６１条及び第６１条の２の規定を準用する。 

（償還給付等の手続） 

第７条 第１号事業支給費に係る償還給付及び高額介護予防サービス費等相当

事業等による支給に関する手続については、佐世保市介護保険に関する規則

（平成１２年規則第８号。以下「規則」という。）第１７条又は第２０条の規

定を準用する。 

（指定事業者の指定の申請） 

第８条 訪問型サービス事業又は通所型サービス事業に係る指定事業者の指定

を受けようとする者は、事業を開始しようとする日の１月前までに、市長に

対し指定の申請をしなければならない。 

（指定事業者の指定の更新等の申請） 

第９条 指定事業者は、当該指定の有効期間の満了後も引き続き当該指定に係

る事業を行おうとするときは、当該有効期間の満了の日の１月前までに、市

長に対し更新の申請をしなければならない。 

（変更の届出等） 



第１０条 指定事業者は、前２条の規定による申請の内容に変更があったとき、

又は休止した事業を再開したときは、１０日以内にその旨を市長に届け出な

ければならない。 

２ 指定事業者は、当該指定に係る事業を廃止し、又は休止しようとするとき

は、その廃止又は休止の日の１月前までに、その旨を市長に届け出なければ

ならない。 

（指定の基準） 

第１１条 指定事業者の指定は、次の各号に掲げる事業ごとに、当該各号に定

める基準の例により別に定める基準に従い、適切に事業を実施できる事業者

について行うものとする。 

⑴   訪問型サービス事業 省令第１４０条の６３の６第１号イに規定する

基準（旧介護予防訪問介護に係るものに限る。） 

⑵   通所型サービス事業 省令第１４０条の６３の６第１号イに規定する

基準（旧介護予防通所介護に係るものに限る。） 

（指定の有効期間） 

第１２条 法第１１５条の４５の６第２項に規定する有効期間は、指定事業者

の指定又は指定の更新を受けた日から６年間とする。 

（申請書等の様式）  

第１３条 この規則に規定する申請書、届出書その他の書類の様式については、

介護保険法施行規則の規定に基づき厚生労働大臣が定める様式（令和５年厚

生労働省告示第 331 号）によるものとする。  

（指導及び監査） 

第１４条 市長は、総合事業の適切かつ有効な実施のため、総合事業を実施す

る者に対して、指導及び監査を行うものとする。 

（補則） 

第１５条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は市長が別に定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 平成２９年４月１日から平成２９年４月３０日までの間に訪問型サービス



事業又は通所型サービス事業を開始しようとする事業者に係る第８条第１

項の規定の適用については、「事業を開始しようとする日の１月前までに」と

あるのは「事業を開始しようとする日までに」と読み替えるものとする。 

   附 則 

この要綱は、平成２９年１１月６日から施行する。ただし、第４条中第２項

を削り、第３項を第２項とし、第４項を第３項とする改正規定は、平成３０年

４月１日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、平成３０年８月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和元年６月１日から施行する。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の際現に改正前の規定により提出されている申請書は、改

正後の規定により提出された申請書とみなす。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、令和４年７月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の際現に改正前の規定により提出されている申請書は、改

正後の規定により提出された申請書とみなす。 

 （施行期日） 

１ この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の際現に改正前の規定により提出されている申請書は、改

正後の規定により提出された申請書とみなす。 

 

 


